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（趣旨） 

第１ この要綱は、林業及び木材産業の振興を図るため、市町村及び木材関連業者

等の組織する団体等が行う木材関係事業に要する経費に対し、予算の範囲内にお

いて補助金を交付することについて、補助金等交付規則（昭和34年長野県規則第

９号。以下「規則」という。）に定めのあるもののほか、必要な事項を定めるも

のとする。 

 

（事業の種類、経費及び補助率） 

第２ 第１に規定する補助金の交付の対象となる事業の種類、経費及び補助率は、

別表に定めるところによる。 

 

（補助金交付の条件） 

第３ 次の各号に掲げる事項は、補助金の交付の条件とする。 

 (1) 補助事業に要する経費の配分又は補助事業の内容について、別に定める重要

な変更をしようとするときは、速やかに知事に申請してその承認を受けるこ

と。 

 (2) 別表に定める経費は、事業の種類ごとに相互に流用してはならないこと。 

 (3) 補助事業を中止し、若しくは廃止しようとするとき又は補助事業が予定の期

間内に完了しないとき（遂行が困難になったときを含む。）は、速やかに知事

に申請してその承認を受けること。 

 (4) 補助事業により取得し、又は効用の増加した財産について、財産管理に関す

る規定を定め、善良な管理を行い、効率的な運用を図ること。 

 (5) 補助事業に係る帳簿又は証拠書類は、補助事業終了年度の翌年度から起算し

て５年間整理保存すること。 

２ 知事は、前項に掲げるもののほか、補助金交付の目的を達成するため必要があ

ると認めるときは、条件を付することがある。 

３ 知事は、補助事業者又は間接補助事業者が規則第15条第１項又は第２項の各号

の一に該当するときは、補助金等の交付の決定の全部又は一部を取り消すことが

ある。 

４ 前項の規定は、補助事業等について交付すべき補助金等の額の確定があった後

においても適用があるものとする。 

 

（交付申請書等） 

第４ 規則第３条に規定する申請書は、補助金交付申請書（様式第１号）及び補助

金変更交付申請書（様式第２号）によるものとする。 

２ 規則第３条に規定する関係書類は、次の各号に掲げるとおりとする。 

 (1) 事業計画図書 

 (2) その他必要な書類 

３ 前２項の書類の提出期限は、別に定める。 

４ 木質バイオマス循環利用普及促進事業については別に定める様式による。 

５ 第１項の申請書を提出するに当たって、当該補助事業に係る仕入れに

係る消費税相当額（補助事業対象経費に含まれる消費税及び地方消費税

に相当する額のうち、消費税法（昭和 63年法律第 108号）に規定する仕

入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法

（昭和 25年法律第 226号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額と



の合計額に交付率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）があり、か

つ、その金額が明らかな場合には、これを減額して申請しなければなら

ない。  

  ただし、申請時において当該補助事業に係る仕入れに係る消費税等相当額が明ら

かでない場合については、この限りでない。 

 

（変更等の承認申請） 

第５ 第３第１項第１号及び第３号に規定する変更等の承認を受けようとするとき

は、次の各号に掲げる区分に従い、当該各号に定める書類を知事に提出して行う

ものとする。 

(1) 補助事業に要する経費の配分又は補助事業の内容について重要な変更をしよう 

とするとき 

   変更承認申請書（様式第３号） 

   ただし、木質バイオマス循環利用普及促進事業については別に定める様式に

よる。 

 (2) 補助事業を中止し、又は廃止しようとするとき 

   中止（廃止）承認申請書（様式第４号） 

 (3) 補助事業が予定の期間内に完了しないとき 

   完了期限延長承認申請書（様式第５号） 

 

（交付申請の取下げ） 

第６ 規則第７条第１項の規定による交付申請の取下げは、補助金交付申請取下書

（様式第６号）を、当該補助金の交付決定の通知を受けた日から起算して10日以

内に知事に提出して行うものとする。 

 

（状況報告） 

第７ 補助事業者は、事業の実施状況を別に定めるところにより知事に報告するも

のとする。 

 

（実績報告書等） 

第８ 規則第12条第１項に規定する実績報告書は、実績報告書（様式第１号）によ

るものとする。 

２ 規則第12条第１項に規定する関係書類は、別に定める。 

３ 木質バイオマス循環利用普及促進事業については別に定める様式による。 

４ 前２項に規定する書類の提出期限は、補助事業の完了した日若しくは廃止の承

認を受けた日から起算して20日を経過した日又は交付決定のあった日の属する年

度の３月31日のいずれか早い日とする。 

 

（補助金の交付請求） 

第９ 補助事業者は、補助金の交付（概算払を含む。）を請求しようとするとき

は、補助金交付（概算払）請求書（様式第７号）を知事に提出するものとする。 

 

（財産処分の制限等） 

第10 規則第19条第２項第２号に規定する期間は、減価償却資産の耐用年数等に関

する省令（昭和40年大蔵省令第15号）に定められている耐用年数に相当する期間



又はそれに準ずるものと認められた期間とする。 

２ 規則第19条第１項に規定する承認申請は、財産処分承認申請書（様式第８号）

によるものとする。 

 

（書類の提出部数及び経由） 

第11 規則及びこの要綱により知事に提出する書類は、正副２部とし、所管地域振

興局の長を経由するものとする。ただし、事業が県全域にわたる場合は除く。 

 

（補助金等の返還） 

第12 知事は、補助金等の交付の決定を取り消した場合において、補助事業等の当

該取消に係る部分に関し、既に補助金等が交付されているときは、期限を定め

て、その返還を求めるものとする。 

２ 知事は、補助事業者等に交付すべき補助金等の額を確定した場合において、既

にその額を超える補助金等が交付されているときは、期限を定めて、その返還を

求めるものとする。 

 



別表 

事業の種類 経     費 補助率 

 
信州の木で家づく

り総合推進事業 

  
長野県森林整備加速化・林業再生協議会が県産材の需要拡大を図る

ために行う次に掲げる事業に要する経費 

 （１）信州の木の家普及啓発 

 県内及び首都圏で家を建てる消費者を対象に、県産材

住宅見学会や普及啓発のための広報活動に係わる経費 

 （２）信州の木の家推進員育成 

 工務店、建築士等を対象に信州の木の良さや実際に伐

採・加工体験を通じた研修会や展示会等実施するために

必要な経費 

 
10 分の 10 以

内 

 
信州の木ブランド

強化促進事業 

  
木材関連業者等が組織する団体が、消費者が求める信頼性の高い

県産材製品を提供できる仕組みの構築とわかりやすい情報提供を行

い、県産材製品の利用促進を図るために要する経費 

 
２分の１以内 

「子どもの居場所」

木質空間整備事業 

別に定める事業主体が、モデル性が高く波及効果が期待できる「子

どもの居場所」に県産材を利用し整備をするために要する経費で、次

に掲げるもの 

（１）木造・木質化 

  「子どもの居場所」を木造または木質化を行うもの 

（２）木の調度品・おもちゃ設置 

  「子どもの居場所」に木の調度品やおもちゃの設置を行うもの 

 

 

 

２分の１以内 

 

４分の３以内 

県産材公共サイン

整備事業 

別に定める事業主体が、観光地等における県産材を活用した案内サ

インを製作するために要する経費 

 

４分の３以内 

 

２分の１以内 

木工体験活動支援

事業 

別に定める事業主体が、子どもを対象に、木工体験の機会を提供す

る活動を行う事業に要する経費で、次に掲げる活動型に掲げるもの 

（１）県域活動型 

   県内全域の子ども等を対象として行うもの 

（２）地域活動型 

     地域の子ども等を対象として行うもの 

 

４分の３以内 
 

薪によるエネルギ

ーの地消地産推進

事業 

 

別に定める事業主体が、身近な里山資源である薪を継続的に地

域内で利用する仕組みを構築するために必要な経費 

 

４分の３以内 

 

県産材活用加速化

推進事業 

 別に定める事業主体が、東京オリンピック・パラリンピック選

手村ビレッジプラザへの部材供給とそれを契機とした県産材全

体の周知・認知度向上、森林認証取得への機運醸成に係る取組を

行うために必要な経費 

 

 

２分の１以内 

木質バイオマス循

環利用普及促進事

業 

 木質バイオマス利用の普及啓発において、事業実施主体の購入

するペレットストーブ又はペレットボイラーに係る経費のうち

本体購入経費に対して、市町村が助成する経費 

 

４分の３以内 

木づかい空間整備

事業 

別 に 定 める 事 業 主 体 が 、モデル性が高く波及効果が期待でき

る民間施設等（オフ ィ ス ・ 店 舗・ 公共 施 設 等 ）に県産材を

利用し整備をするために要する経費で、次に掲げるもの 

 

（１）木質化 

  民間施設等の内装工事を伴う木質化を行うもの 

（２）木の調度品設置 

  民間施設等への木製の調度品の設置を行うもの 

 

 

 

 

２分の１以内 

 

４分の３以内 



ＪＡＳ製材品供給

拡大支援事業 

別 に 定 める 事 業 主 体 が 行 う Ｊ ＡＳ（ 日 本 農 林 規 格 ）認

証 の 取 得に 向 け た 取 組 に 要 す る経 費 で 次 に 掲 げ る も の  

（１）資格の取得 

（２）試験の実施 

（３）申請・検査 

 

２分の１以内 

 

県産材流通対策緊

急支援事業 

別 に 定 め る 事 業 主 体 が 行 う 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染

拡 大 の 影 響 に よ り 需 要 が 減 少 し 、 滞 留 し て い る 合 板 用

原 木 を 木 質 バ イ オ マ ス 用 原 木 と し て 販 売 し た 場 合 の 価

格 の 差  

 

２分の１以内 

 

ただし 1ｍ3 当

りの補助金額

は 3,000 円を

上限とする 

県産材製品利用促

進緊急対策事業 

 

１  県 産 材 の 需 要 拡 大 促 進 に お い て 、 別 に 定 め る 事 業 実

施 主 体 が 購 入 す る 県 産 材 製 品 に 係 る 経 費 に 対 し て 、 別

に 定 め る補 助 事 業 者 が 助 成 す る経 費  

 ただし、県産材製品 1 ㎥あたり 22,000 円助成することとし、新築

工事の場合、1 棟あたり 440,000 円、リフォーム工事の場合、１棟あ

たり 150,000 円を上限とする 

 

２ 上記補助事業実施に係る事務取扱手数料 

 １ 棟 あた り 10,000円  

 

３  別 に 定 め る 補 助 事 業 者 が 実 施 す る マ ッ チ ン グ 事 業

や 普 及 啓発 に 係 る 経 費 で 次 に 掲げ る も の  

 た だ し、 事 業 完 了 ま で に 実 施し た も の に 限 る  

（ １ ） 工 務 店 等 に 配布 す る 「 宣言 プ レ ー ト 」 の 作 成  

（２ ） 宣 言 書 を 公 表す る た め のホ ー ム ペ ー ジ 改 修  

 

 

定額 

 

 

 

 

 

定額 

 

 

10 分の 10 

 

ただし、補助金

額の上限は、

1,470,000 円

とする 

ウッドチェンジ普

及促進支援事業 

 別 に 定 め る 事 業 実 施 主 体 が 行 う 県 産 材 製 品 の 普 及 強

化 及 び 県 産 材 製 品 の 魅 力 向 上 に 向 け た 取 組 に 要 す る 経

費 で 次 に掲 げ る も の  

 

１  県 産材 製 品 の 普 及 強 化  

（１ ） 販 路 開 拓 ・ 拡大  

（２ ） 新 規 市 場 へ の参 入  

 

２  県 産材 製 品 の 魅 力 向 上  

（１ ） 既 存 製 品 の 改良  

（２ ） 新 製 品 の 開 発  

 

２分の１以内 

 

ただし、１件当

たりの補助金

額の上限は、 

2,000,000 円

とする。 

あたりまえに木の

ある暮らし推進事

業 

１ 別に定める補助事業者が、モデル性が高く波及効果が期待できる

広く県民が利用する施設や「子どもの居場所」を木造又は木質化し、

木製の調度品等の設置に使用する県産材の材料に要する経費で、次

に掲げるもの 

(1) 木造・木質化等 

 

 

 

 

(2) 先駆的な木材利用等 

 

２ 別に定める補助事業者が、子どもを対象に、長野県全域で行う木

工教室、木工工作に関するコンクールを開催し、木工体験の推進に

資する取組に要する経費 

 

 

 

 

２分の１以内 

ただし、補助事

業者が市町村

の場合は３分

の１以内 

３分の２以内 

 

４分の３以内 

 

 


